
① 要請の概要
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背景・目的

１．関係機関に対する要請活動の実施

令和２年度に取りまとめた検討結果をもとに、国の関係省庁等に対する要請活動を行う。

○県や空手関係団体のこれまでの取組に加え、東京オリンピックにおける空手競技開催と県出身選手の活躍

により、国内外からの「空手発祥の地・沖縄」への注目は今後益々高まると考えられる。

○また、沖縄の本土復帰50周年の節目にあたる令和４年度は、第２回沖縄空手世界大会・第１回沖縄空手少

年少女世界大会の開催等を予定しており、世界中に「空手発祥の地・沖縄」を広く周知する絶好の機会

○こうした好機を活かし､登録の早期実現に向けて、取組を加速させることが必要。このため、県では、幅広い

関係機関で構成する協議会を設置し、登録に必要な調査・研究や県民の気運醸成に取り組んできた。

令和３年度 事業計画 （抜粋）
協議会の事業計画に取組を位置づけ

事業計画に基づき要請を実施
（新型コロナウイルス感染症の収束状況も踏まえ実施時期を決定）

【要請日程】令和３年12月14日

【要 請 先】文化庁長官、スポーツ庁長官、観光庁長官、内閣府沖縄担当大臣

【要請方法】文化庁長官、スポーツ庁長官 ⇒ 協議会会長 （沖縄県知事) から要望書を手交

観光庁長官、内閣府沖縄担当大臣 ⇒ 担当部署へ要望書を提出 ※日程の関係から文書提出により要請

関係４省庁への要請



② 文化庁長官への要請 （令和３年12月14日に文化庁を訪問）
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［左の写真］ 左から 塩見文化庁次長（都倉長官の代理）、玉城協議会会長（沖縄県知事）、新垣協議会副会長（沖縄伝統空手道振興会理事長）

主な要請内容

協議会の部会において取りまとめた資料（提案書）をもとに、沖縄空手の特徴や歴史、登録によって期待される効果等を説明

し、早期の登録実現に向けて、次の事項を要望

１ 文化庁における沖縄空手に関する調査・研究の推進 （文化財保護法上の無形文化財や生活文化としての位置づけ等）

２ 本県の協議会の活動に対する協力・支援

・沖縄空手は、沖縄の歴史や地域に根ざしたものと認識。文化庁でも、文化としての学術的・歴史的意義を整理していきたい。

・文化庁としては、今後とも沖縄県と情報共有しながら連携して取り組んでいきたい。

塩見次長 発言要旨

今後の方向性

今回、文化庁と沖縄県の間で連携を図りながら取り組んでいくことを確認。今後、継続的な意見交換等の実施を想定。
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③ スポーツ庁長官への要請 （令和３年12月14日にスポーツ庁を訪問）
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［左の写真］ 左から 新垣協議会副会長（沖縄伝統空手道振興会理事長）、玉城協議会会長（沖縄県知事）、室伏スポーツ庁長官

主な要請内容

室伏長官 発言要旨

今後の方向性

協議会の部会において取りまとめた資料（提案書）をもとに、沖縄空手の特徴や歴史のほか、武道（空手）ツーリズムの推進など

登録によって期待される効果等を説明し、早期の登録実現に向けて、協議会の活動に対する協力・支援を要望

・世界に広がる空手は、沖縄を世界にプロモートする重要な要素である。

・沖縄には約400もの「まち道場」があり空手が地域に非常に密着。スポーツ庁でもスポーツを通じた地域づくりに取り組んでいる。

・スポーツ庁としても積極的に支援を行っていきたい。

今回、協議会の活動に対する支援について前向な見解が示されたことを踏まえ、今後、継続的な意見交換等の実施を想定
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